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Ｑ＆Ａ（二次募集） 

No. 区 分 質疑事項 回 答 

１ 共通 
・一次募集（令和６年３月までの事業実施）時との

変更点は。 

＜補助金交付等要綱＞ 

・二次募集に伴い事業期間を見直し、交付決定日から令和６年

６月３０日までとしました。なお、交付決定前着手届の提出が

あった場合にはこの限りではありません。 

・二次募集に伴い、「県産米の販売状況の報告」の時期を見直し

ました。 

・上記に伴い、様式第１号別紙（県産農産物販売促進特別対策

事業（量販店等におけるポイントキャンペーン））の「■採択要

件の確認」中の記載内容を見直しました。 

 

＜公募要領＞ 

・二次募集に伴い、受付期間等を見直しました。 

・一次募集（令和６年３月までの事業実施）時においては、対

象品目として「県産米の取扱いを必須」としていましたが、二

次募集から当該取扱いを見直し、対象品目に県産米を含むこと

は必須としないこととしました。ただし、「量販店等におけるポ

イントキャンペーン」を実施する事業者については、一次募集

時と同様に、事業後の終了時において、「継続的に県産米を販売

する店舗の数が本業の実施前以上の数（実施前の店舗の数が零

の場合は、一以上）であること」などの採択要件を設定してい

るため、御注意ください。 
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No. 区 分 質疑事項 回 答 

２ 共通 
・交付等要綱に示されている２つの取組の他、各事

業者における独自の取組も補助対象となるのか。 

・公募要領及び交付等要綱に記載されている「直売所等におけ

る県産米増量キャンペーン」及び「量販店等におけるポイント

キャンペーン」の２つの取組に限って補助対象としています。 

３ 共通 
・県産農産物を仕入れたことについて、どのように

確認されるのか。 

・実績報告書に添付することとなっている納品書に、県産であ

る旨を購入先（卸業者等）から記載してもらうなどにより明確

にしてださい。証明できない場合には補助対象外となりますの

で、御留意ください。 

４ 共通 
・事業実施の際には、県からどのような協力を受け

られるか。 

・キャンペーン参加事業者が作成するチラシやポスター等に使

用できる知事メッセージ、ロゴマークを素材として提供しま

す。また、のぼり・ミニのぼりを提供します。 

５ 共通 

・キャンペーンに参加するに当たり、自社でチラシ

や展示ＰＯＰなどをデザインし作成したい。統一的

なキャッチコピーやマークはあるか。 

・キャッチコピーとして、「埼玉県産農産物を食べよう！」を使

用し、統一のロゴマークを作成しておりますので、御活用くだ

さい。 

※ロゴマークについては、県ＨＰを御参照ください。 

６ 共通 
・複数店舗を持つ事業者において、店舗を限定して

当該キャンペーン実施することは可能か。 
・可能です。なお、県内店舗での実施は必須となります。 

７ 共通 
・当該事業の補助対象経費に、商品の仕入の際に支

払った消費税を含めてよいか。 

・補助金申請時に仕入控除税額が明らかになっていない場合

は、消費税を含む額で交付申請できます。しかし、当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合は、

知事に報告の上、返還する必要があります（消費税の申告義務

がない方や、簡易課税方式による申告をしている方は、返還の

必要はないことから消費税を含んだ額で申請してください。）。 
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No. 区 分 質疑事項 回 答 

８ 共通 
・キャンペーン終了後と同時に、県産農産物の取扱

いをやめてもよいか。 

・本事業は、県産農産物の販路拡大を図ることを目的としてい

ます。そのため、キャンペーン終了後も、県産米を始めとした

県産農産物の継続的な販売に努めていただきますようお願い

します。 

・また、「量販店等におけるポイントキャンペーン」を実施する

事業者については、本事業後の終了時において、「継続的に県産

米を販売する店舗の数が本業の実施前以上の数（実施前の店舗

の数が零の場合は、一以上）であること」などの採択要件を設

定しているため、キャンペーン終了後においても、県産農産物

の継続的な取扱いをお願いします。 

９ 共通 

・ＰＲ資材の作成に当たり、当社のスタッフがデザ

インを行うつもりだが、この場合の人件費は補助対

象か。 

・人件費は補助対象外となります。 

１０ 共通 
・キャンペーンに用いる県産米について、指定銘柄

はあるか。 

・銘柄の指定はありません。埼玉県産であれば補助対象となり

ます。なお、販売時に埼玉県産米であることを表示してくださ

い。 

１１ 共通 ・キャンペーンの実施状況等の確認をするのか。 
・実績報告時に、キャンペーン時の様子の写真を提供いただき

ます。また、県職員が店舗に伺って確認する場合があります。 

１２ 共通 ・ネット販売等はキャンペーンの対象となるか。 

・県内店舗で販売しており、販売サイト上でも県産農産物のＰ

Ｒを行った上でネット販売等をした場合は、対象となります。

また、ネットのみでの販売の場合は、補助事業者が県内に住所

を有する業者である場合に限り、販売サイト上でも県産農産物

のＰＲを行った上でネット販売等をした場合に、対象としま

す。 
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No. 区 分 質疑事項 回 答 

１３ 共通 

・補助対象となる「直売所等における県産米増量キ

ャンペーン」及び「量販店等におけるポイントキャ

ンペーン」について、両方を実施することは可能か。 

・一事業者が、「直売所等における県産米増量キャンペーン」及

び「量販店等におけるポイントキャンペーン」の両方を実施す

ることも可能です。ただし、同一品目で併用することはできま

せん。 

１４ ポイント 
・値引きやクーポン券を発行した場合に、ポイント

キャンペーンの補助対象となるか。 

・補助対象外です。当該事業は、お店が付与するポイントを利

用したキャンペーンになり、ポイント増額分を補助対象として

います。 

１５ ポイント ・キャンペーンの実績報告はどのように行うのか。 

・売上伝票の他に対象店舗のキャンペーンの実施状況（特設コ

ーナーや常設棚）を週１枚以上写真撮影を行ってください。実

績報告の際に、写真を提出してください。 

１６ ポイント 

・採択要件において、「本事業の終了後」における県

産米の販売状況等が要件となっているが、いつ時点

の状況を想定しているか。 

・本事業の実施後の県産米の販売状況について、令和６年１０

月２０日までに報告をいただくこととしているため、令和６年

９月末時点における販売状況等（予定を含む）を想定しており

ます。 

・なお、一次募集（令和６年３月までの事業実施）時に御参加

いただいた事業者については、同事業の中で報告を求めること

となるため、重複して報告いただく必要はありません。 

１７ ポイント 

・採択要件において、「継続的に県産米を販売する

店舗の数が本事業の実施前以上の数（実施前の店舗

の数が零の場合は、一以上）であること」とあるが、

県産米の棚を確保して常設販売することが必要か。 

・県産米の棚を確保して常設販売することが望ましいですが、

例えば定期的に特設コーナーを設けて販売することも「継続的

に県産米を販売」しているものと解します。 

１８ ポイント 
・取り扱っている県産農産物は全て事業の対象に

しなければならないか。 

・システムの都合等により一部の県産農産物しか事業の対象に

できない場合でも補助対象とします。 

 


